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行する紙幣には 17 言語が印刷されている。
　主な宗教はヒンドゥー教 徒（80.5％）、イスラム教 徒

（13.4％）、キリスト教徒（2.3％）で、この 3 つで 96％以
上を占めている（2001 年国勢調査）。また、ヒンドゥー教
にまつわる身分制度のカースト制度は今でも根深く残って
おり、複雑な身分制度社会を形成している。

2. 2 インド経済 1）2）

　インドは独立以来、輸入代替工業化政策を進めてきた
が、1991 年の通貨危機を契機として経済自由化へと政策
を転換した。その結果、外貨の導入・財政出動などにより
経済危機を克服し、1990 年代を通じて年平均 6.6％の経
済成長率を達成した。また、2005 年〜 2007 年には 3 年
連続で 9％台の経済成長率を維持した。2008 年に入り世
界経済・金融危機の影響が徐々に現れたかに見えたが、
景気刺激策等の諸施策により他国と比べて高い経済成長
率を維持している。それでも国民一人あたりの国内総生産

（以下、GDPと言う）は、中国より依然として非常に低く、
またインフラ整備などが立ち遅れている状況である。2）

　このため、社会的弱者救済等の基本政策に基づいて、
優先的に農村開発や雇用対策に取り組むとともに、農業・
製造業・サービス業の更なる成長、インフラ整備、外資規制
緩和や国営企業民営化等の経済自由化政策を継続すると
みられ、目標経済成長率も9％を維持していく計画である。1）

　GDPと経済成長率を図 2 に示す。
 

1. はじめに

　マハトマガンジーやタージ・マハルなどで知られるイン
ド共和国（首都：ニューデリー、以下、インドと言う）は、
南アジア最大の面積（日本の約 8.7 倍）と世界第 2 位の人
口（日本の約 8.8 倍）を持つ大国である。

　 　　　　 

　2007 年の人口は約 11 億 1,400 万人であり、2031 年には
中国を超えて、約14 億 6,800 万人になると予想されている。1）

　この様な大人口を抱えるインドは、識字率が約 66％、
失業率が8.36％、就業者の中でも貧困線注1 以下の所謂ワー
キングプアーが 20.51％であり 1）、貧しい国の１つである。
しかし、インド政府は今後も高い経済成長率を維持できる
と予測しており、この経済成長率に支えられた国民生活の
向上によって派生するエネルギー需要は、増々増加して行
くものと推測される。
　そこで、インドにおける現状と将来のエネルギー需給動
向の概要について報告する。

２. インドの概要

2. 1 一般事情 2）

　インドは 1947 年に英国領より独立した。主な民族は、
アーリヤ族、ドラビダ族、モンゴロイド族である。連邦政
府の公用語はヒンドゥー語（連邦準公用語は英語）である
が、他に憲法で公認されている州の言語が 21 言語ある。
このため州境を超えると全く違う言葉が話され、政府が発
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近々小売分野での民営化が認可される予定となっている。
　原油・天然ガスの開発は、石油・天然ガス省傘下の国
営企業である ONGC（Oil and Natural Gas Corporation 
Ltd）が主に担当している。7）

（1）原油 7）

　2005 年 1 月時点の確認可採埋蔵量は、約 7 億 8,600
万トンとされているが、原油の生産量は頭打ちとなってお
り、1990 年以降、約 3,400 〜 3,500 万トン程度で推移し
ている。この傾向は 2031 年頃まで変わらないと推定され
ている。この結果、国内の需要を満たすため 2007 年は、
約 1 億 2,170 万トンを輸入している。
　2004 年〜 2007 年での原油の主な輸入先は、サウジア
ラビアなどの中東諸国から約 67.4％、ナイジェリアなどの
アフリカ諸国から約 25％となっている。
　第 11 次 5 カ年計画では 2007 年以降、経済成長率が
8％で推移した場合、2031 年の需要は 3 億 5,000 万トン〜
4 億 8,600 万トンと見込んでおり、その結果需要の 90 〜
93％程度の約 3 億 1,500 〜 4 億 5,100 万トンを輸入しな
ければならないと予測している。
　このため、海外の利権獲得を積極的に推進しており、
既に獲得した利権は 15 カ国にも及んでいる。利権を獲得
した主な国々は、ロシア（サハリンⅠ）、リビア、イラン、ナ
イジェリア、スーダン等々である。9） 
　なお、国内の石油資源開発は ONGC が実施しているが、
国外の利権獲得は ONGC の関連会社であるOVL（ONGC 
Videsh Limited）が行っている。

（2）天然ガス 7）

　2005 年 1 月時点の確認可採埋蔵量は、11 億100万 toe
と予測されており、2007 年の生産量は、約 4,125万 toe
である。現在までの所、輸入するまでには至っていない。
　天然ガスは現在、主にデリーなどの大都市を走る 4 輪タ
クシーや原動機付軽三輪車（Auto-rickshaw：オートリキ
シャと言う、タクシーとして使用されている）などに供給され
ているが、将来生活レベルが向上して一般家庭で天然ガス
が使用され始めた場合は、相当量不足すると考えられる。
　第 11 次 5 カ年計画では 2007 年以降、経済成長率が 8％
で推移した場合、2031 年の需要を、1 億 toe 〜 1 億 9,700 万
toe、生産量を1 億 toe と見込んでおり、その結果、最大で
9,700 万 toe 程度輸入しなければならないと予測している。
　また、現在 OVL はベトナムに天然ガスの利権を獲得・
生産しているが、近い将来、原油と同様に天然ガスの利
権拡大へ向けて取り組んでいくと推測している。9）

　図 4 に原動機付軽三輪車を示す。
 

３. 1次エネルギー供給推移

　インド国内に供給されている主な 1 次エネルギーは、石
炭、石油、再生可能燃料、ガス、原子力である。再生可
能燃料を除く1 次エネルギーは国策によって管理運営が行
われている。
　1 次エネルギーの供給推移を図 3 に示す。
 

3. 1 石炭 7）

　石炭の開発、貯蔵等に関する全てを石炭省が所管し、
実務については石炭省傘下の国営企業である CIL（Coal 
India Limited）など 6 社が操業を行っている。
　2005 年 1 月時点の可採埋蔵量は、褐炭を含め石油換算
で 147 億 900 万トン（以下、万 toe と言う、toe：tonnes 
of oil equivalent ）とされている。
　2007 年における石炭の 1 次エネルギー供給量は、全体
の約41％に当る約2億4,250万toeで、その内、約2億4,000
万 toe が国内炭、約 250 万 toe が輸入炭である。
　輸入先は主として、オーストラリア、インドネシア、中国
等であるが、インドネシアは最近輸出枠規制の動きがある
ため、今後、その輸出枠が強化されていくとアメリカ等か
らの輸入量を増やして行くものと考えられる。
　国内炭は、主として露天掘りで採掘しており、また、その
近傍に発電所が設置されている事もあって、約 70％が電
力用途である。
　第 11 次 5 カ年計画（2007 年〜 2012 年）では、経済成
長率が 8％で推移した場合、2031 年の石炭需要を約 6 億
3,200 万 toe 〜 10 億 2,200 万 toeと見込んでおり、その内、
国内炭で賄えるのは、約 5 億 6,000 万 toe としている。
　このため、石炭省は将来の国内炭の不足に備え炭鉱で
の採掘と同時に炭層ガスの回収も検討している。

3. 2 石油・天然ガス
　国内の石油・天然ガス産業の全ての業務を石油・天然
ガス省が主管している。第二次世界大戦以後、欧米系の
石油会社が進出したが、1970 年代にインド政府による買
収で国有化され、国有石油会社のみによって操業されるよ
うになってきた。1991 年の通貨危機を契機に経済自由化
へと政策を転換すると同時に精製分野への民間参入を促
した結果、リライアンス社、エッサール社が参入した。また、

図３　1 次エネルギーの供給推移６）７）
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　2008 年〜 2009 年の石油製品の供給量は、約 1 億 4,500
万トンである。
　その内、約 44％の 6,350 万トンが自動車燃料の軽油（約
5,220 万トン）とガソリン（約 1,130 万トン）がであり、家庭
で使用される灯油とLPGは、約15％の2,100万トンである。
ナフサは、主に石油化学原料として供給されている。
　国営石油会社は、石油製品の供給責任のため、リライ
アンスなど民間石油会社から石油製品を購入するとともに、
中国などから 2007 年から 2009 年にかけて約 2,000 万ト
ン/ 年の石油製品を輸入している。一方では、リライアン
スなどを中心として年間約 4,000 万トン程度の輸出も行っ
ている。
　第 11 次 5 カ年計画では 2007 年以降、経済成長率が 8％
で推移した場合、2031 年における石油製品の供給量は約
4 億 7,00 万トン〜 5 億 3,000 万トンと予測している。

4. 3 石油製品の品質 11）12）

　インド政府は、大気環境保全のためガソリンと軽油の
硫黄分の上限を計画的に低減する政策を打ち出した。
　2005 年 4 月以降、デリーを含む主要 11 都市では BS-
Ⅲ（Bharat Stage- Ⅲ：Euro- Ⅲと同じく、ガソリンの硫黄
分上限が 150ppm、軽油の硫黄分上限が 350ppm）を導入、
その他の地域では BS- Ⅱ（Euro- Ⅱと同じく、ガソリンお
よび軽油の硫黄分上限が 500ppm）を導入した。
　しかし、一部の地域では BS- Ⅱへの切り替えが遅れ、
最終的に 2005 年 10 月に切り替えが終了した。
　2010 年 4 月からは、デリーを含む主要 11 都市では BS-
Ⅳ（Euro- Ⅳと同じく、ガソリンおよび軽油の硫黄分上限
が 50ppm）を導入、その他の地域では BS- Ⅲを導入する
計画であるが、国営石油会社の設備の改造が済んでいな
いことから 6 ヶ月遅れとなる見込みである。

5. バイオ燃料 13）

　インド政府は、2017 年までに軽油にバイオ燃料を、ガ
ソリンにエタノールをそれぞれ 20％混合するバイオ燃料政
策を承認している。バイオ燃料の製造に使用する原料は、
ヤトロファ（日本名：ナンヨウアブラギリ）のような非食用
脂肪種子を使用するとしており、IOCL は既に国内に 32
千 ha の用地を確保し、既に千 ha で栽培を行っている。
　IOCL の研究開発部門は、ヤトロファのような様々な非
食用油からバイオ燃料を製造するプロセスを完成させてお
り、製造されたバイオ燃料は国際規格にも合格していると
のことである。14）

　ヤトロファの果実と種子の写真を図 6 に示す。
  

4. 石油製品

4. 1 石油会社 7）

　石油会社は、国営の IOCL（Indian Oil Corporation 
Limited、原油処理能力：947 千バーレル / 日）、BPCL

（Bharat petroleum Corporation Limited：旧シェル系、
原油処理能力：410 千バーレル/ 日）、HPCL（Hindustan 
Petroleum Corporation Limited：旧エッソ系、原油処理
能力：260 千バーレル/ 日）の 3 社に加え、民間のリライア
ンス社（原油処理能力：1,240 千バーレル/ 日）、エッサー
ル社（原油処理能力：150 千バーレル/ 日）の合計 5 社で
構成されている。
　国営石油会社は、先々の石油製品需要の増大と品質対
策に備え、製油所の新設、改造などをインド国内各地で
実施している。
　石油製品の価格は、石油・天然ガス省により決定、管
理されており原油が上昇しても製品価格に反映されない。
このため、国営石油会社は安定供給の責務の基、逆ザヤ
となり、赤字体質から脱却できず、各国営石油会社は国
や ONGC などから財政支出を受けている。
　最近の情報によると、HPCL の場合は石油製品を販売
する際ガソリンで約 10 円 /ℓ、軽油で 6.5 円 /ℓ、灯油で
33.8 円 /ℓの赤字になっているとの事である。また、IOCL
の場合は 1 日当り21 億 4 千万円の赤字との事である。8）

　一方、民間のリライアンス社は、高マージンを期待して
第 1 期製油所（原油処理能力：660 千バーレル/ 日）の製
品約 30％を輸出しており、また、第 2 期製油所（原油処
理能力：580 千バーレル / 日）は輸出専用製油所として製
品の 75 〜 80％を輸出している。残りの製品は、エッサー
ル社とともに国際価格で国営石油会社へ販売している。
　なお、リライアンス社の第 2 期製油所は、経済特区に
建設されているため、5 年間の法人所得税の免除および
輸入機器に対しては関税が免除され、収益性の高い製油
所となっている。

4. 2 石油製品の供給推移 7）

　石油製品の供給推移を図 5 に示す。
 

図 5　石油製品の供給推移 10）

図 6　ヤトロファの果実と種子

注 2：その他には、製油所燃料を含む
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　第 11 次 5 カ年計画（2007 年〜 2012 年）では、2012 年
までに約 92,580MW の新設を計画するとともに、2009 年
4 月に新電力法を改正、燃料費などの変動費を全て電力
料金に反映できるようにし、民間発電事業者の新規参入
を促進する政策を施行した。1）

7. 再生可能エネルギー 1）

　再生可能エネルギーは、1 次エネルギー供給量の約
27％強の約 1 億 6,200 万トンを占める（図 3 を参照）。こ
の再生可能エネルギーとは、薪、木炭、牛の糞、ヤトロファ
から採取した油などを指し、都市部や農村部の低所得者
層の家庭で燃料、ランプの油として使用されているもので
ある。
　この再生可能エネルギーの使用量が将来 LPG、灯油お
よび電気などに振り替わった場合、その分だけ化石燃料
が増えることになる。

8. あとがき

　街・町は車の渋滞に加え、人が溢れている。貧富の差
が激しく、信号で車が止まると裸同然の子供と赤ちゃんを
抱いた若き女性が物乞いに現れる。情報によれば、赤ちゃ
んはレンタルベイビーのようである。
　経済成長率の上昇によって極貧の人々が居なくなり、人
口は更なる増加を示し、また再生可能エネルギーを使用し
ている人々が化石燃料を使用するようになったら、どんな
に化石燃料が増えるのであろうか・・と考えると、この国
の将来予測は難しい。
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6. 電力

　インドは独立以後、民間企業が行っていた電力事業を
公共性の高い事業であるとして、各州の電力委員会（SEB：
State Electricity Board）が発電、送電および需要家販
売を行うよう制度を 1948 年に変更した。
　そして、電力料金は電力政策として、都市部は高く、貧
しい地方・農村部には無償で供給して電力メータも無い状
態で電力供給を行ってきた。
　この様な政策が、電力需要が増大するに従って電力委
員会の財政を圧迫し、州政府によって赤字補填がなされて
きたものの、慢性的な赤字体質が続いた。従って、新た
な発電設備を建設するための設備投資を抑制せざるを得
ない状況に陥り、電力供給が大きく不足する事態となった。
　そこで、1991 年以降、種々の電力自由化政策の基で、
独立電気事業者（IPP：Independent Power Producers）
への市場開放を行うとともに外資参入を積極的に推進して
きた。しかし経済成長に見合う発電設備の新設の遅れに
よって電力不足は解消するどころか拡大した。
　このため政府は、2003 年に新電力法を制定し、新規
参入事業者に対し一定の収益を挙げられる電力料金を設
定し、500MW 以上の発電設備の新設に対しては関税の
免除、また操業開始後、10 年間は法人所得税の免除、な
どの施策を行っている。しかし民間発電事業者による大型
の発電設備の建設計画はあるものの発電設備の建設の遅
れ、送電ロス（約 25％）に加え、過去の無償供給のなごり
である盗電（約 15％〜 25％）と相まって恒常的な電力不足
が継続している。
　また、第10次5カ年計画（2002年〜 2007年）では、5 年
間に約 41,000MW の発電設備の新設が計画され、予算
化された。しかし、実行ベースでは、理由は不明であるが
予算の約 58.2％しか消化されず、約 21,000MW の新設に
留まった。1）

　この結果、ピーク時間帯における電力は、108,866MW
の必要量に対し、供給能力は約 16.6％不足の 90,793MW
となっている。
　2004 年〜 2009 年にかけてのピーク時間帯の電力不足
率を図 7 に示す。
 

図 7　ピーク時間帯注 3 の電力不足率
注3 ピーク時間帯とは、夜間照明などで電力を最も必要とする時間帯を言う。
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